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証券コード1865
2016年６月１日

株 主 各 位
　

東京都港区芝四丁目８番２号
青木あすなろ建設株式会社
代表取締役社長 上 野 康 信

　
第76回定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご支援を賜り誠にありがとうございます。
　さて、当社第76回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通
知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、2016年６月15日（水曜日）当社営業時間終了の時（午後５時30分）までに到着するよう
ご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬 具
記

１. 日 時 2016年６月16日（木曜日）午前10時
なお、午前９時40分から「会社紹介ビデオ」を上映いたします。

２. 場 所 東京都港区芝四丁目８番２号
ＴＣＧビル ３階

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第76期（2015年４月１日から2016年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報
告の件

2. 第76期（2015年４月１日から2016年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役12名選任の件
第２号議案 監査役１名選任の件

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（1）当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し

あげます。
（2）代理人によるご出席の場合は、株主様ご本人の議決権行使書用紙とともに代理権を証明する書面を会場受付

にご提出ください。（代理人は、定款の定めにより本総会の議決権を有する他の株主１名様に限らせていた
だきます。）

（3）株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インターネット
上の当社ウェブサイト（http://www.aaconst.co.jp/）において、修正後の事項を掲載させていただきま
す。

（4）第76期期末配当金のお支払いについて
当社は、2016年５月10日開催の取締役会において、第76期に係る期末配当金として１株当たり18円をお
支払いすること、および支払開始日を2016年６月17日とさせていただくことを決議いたしました。

（5）その他本招集ご通知に関する事項
本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記

表」につきましては、法令および定款第15条の規定にもとづき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.aaconst.co.jp/）に掲載しておりますので、本定時株主総会招集ご通知添付書類には記載し
ておりません。
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（添付書類）
　

事 業 報 告
　

（ 2015年４月１日から）2016年３月31日まで
　
１． 企業集団の現況に関する事項
（1）当連結会計年度の事業の状況
　 ① 事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済政策や金融政策を背景に、雇用環境・所得環境
が改善するなど、景気は緩やかな回復基調が続きました。一方で、新興国経済の下振れ懸念や年初以降の
円高・株安の進行など、先行きに不透明感があります。
　建設業界におきましては、公共投資は減少傾向にあるものの依然として高水準を維持し、民間設備投資
は企業収益が改善するなかで増加基調にあるなど、受注環境は総じて堅調に推移しております。
　このような状況の中で、当社グループは「持続的発展に向けた強固な事業基盤の整備」をテーマとし、
「社員力・技術力・組織力のレベルアップ」をキーワードに、主に受注強化を重点施策とする「事業の成
長と収益拡大を実現させるための戦略」と、主に人材の確保・育成を重点施策とする「経営基盤を強化す
るための戦略」にグループ一丸となって取り組んでまいりました。
　その結果、受注高につきましては、建築事業は、庁舎、工場等の大型工事の受注により47,386百万円
（前期比9.7％増）、土木事業は高速道路等の大型工事や再生エネルギー関連工事の受注により108,334百
万円（前期比3.6％減）、不動産事業も含めた全体では158,588百万円（前期比0.9％増）となりました。
　売上高につきましては、受注高の増加に加え手持工事が順調に進捗したことにより、建築事業は
39,233百万円（前期比18.2％増）、土木事業は97,168百万円（前期比5.8％増）、不動産事業は2,867百
万円となり、全体では139,269百万円（前期比10.0％増）となりました。
　利益につきましては、グループをあげて原価の低減と経費の節減に注力し利益確保に努めました結果、
採算性が大幅に改善し、営業利益は5,861百万円（前期比58.2％増）、経常利益は5,900百万円（前期比
59.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は3,855百万円（前期比35.9％増）となり、前々期、前期
に引き続き３期連続で増収増益の決算となりました。
　これもひとえに、株主の皆様をはじめ、当社にかかわる多くのステークホルダーの方々のご支援の賜物
と深く感謝申し上げます。
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当連結会計年度における事業別の受注高・売上高・繰越高は以下のとおりであります。
（単位：百万円）

　

区 分 前連結会計年度
繰 越 高

当連結会計年度
受 注 高

当連結会計年度
売 上 高

翌連結会計年度
繰 越 高

建 設 事 業
建 築 38,198 47,386 39,233 46,350

土 木 84,419 108,334 97,168 95,586

不 動 産 事 業 ー 2,867 2,867 －

計 122,617 158,588 139,269 141,936
　
当連結会計年度の主な受注工事は以下のとおりであります。

発 注 者 名 称 工 事 名 称

国土交通省 平成27年度東海環状広見地区東道路建設工事

首都高速道路株式会社 高速1号羽田線（東品川桟橋・鮫洲埋立部）更新工事

福島県 福島県警察本部庁舎整備（建築）工事

茨城県 次期処分場護岸築造工事（西南その２） ※

川崎重工業株式会社 草津市立クリーンセンター更新整備のうち土木建築工事

阪急不動産株式会社 彩都東部地区山麓線エリア造成工事
（注）※は、子会社みらい建設工業㈱の受注工事、その他は当社の受注工事であります。

当連結会計年度の主な完成工事は以下のとおりであります。

発 注 者 名 称 工 事 名 称

独立行政法人都市再生機構 平成24年度今泉地区・高田地区整地工事

西日本高速道路株式会社 新名神高速道路京田辺高架橋東（下部工）工事 ※

宮城県 石巻市黄金浜北地区災害公営住宅新築工事
積水ハウス株式会社
大和ハウス工業株式会社 （仮称）多摩東山戸建住宅地開発事業A地区造成工事

市民生活協同組合ならコープ ならコープ物流センター「要冷棟」新築工事

東洋エンジニアリング株式会社 パシフィコ・エナジー久米南メガソーラー発電所建設工事
（注）※は、子会社みらい建設工業㈱の完成工事、その他は当社の完成工事であります。
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　 ② 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。

　 ③ 設備投資の状況
　 特筆すべき事項はありません。
　
　 ④ 資金調達の状況
　 特筆すべき事項はありません。
　
　 ⑤ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　 該当事項はありません。
　
　 ⑥ 他の会社の事業の譲受けの状況
　 該当事項はありません。
　
　 ⑦ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　 該当事項はありません。
　
　 ⑧ 対処すべき課題

　今後の建設業界は、公共投資は緩やかな減少傾向をたどることが想定されますが、自然災害や社会資本
の老朽化といった問題を抱え、一定の水準が保たれるものと思われます。また、民間投資は企業収益の改
善等を背景に引き続き堅調に推移するものと思われます。一方で、建設技術者・技能者不足の進行や建設
コストのさらなる上昇といったリスクには引き続き留意する必要があります。
　このような状況の中で当社グループは、東京オリンピックを挟んだこの数年間を果敢にイノベーション
を推進するときと位置付け、中期的な基本方針として「持続的発展に向けた経営基盤の構築」に取り組ん
でいます。
　現在、当社グループは好調な受注により事業規模を拡大しつつありますが、これにともない今後、生産
性向上技術を涵養することが不可欠であると考え、「営業力・技術力・現場力のレベルアップ」をはかっ
てまいります。
　また、企業の品質管理体制に対する社会的ニーズが高まる中、当社グループは「良いものを造り続け
る」という原点に回帰し、社会資本整備を担う者としての矜持を再確認したうえで、「パーフェクトクオ
リティ」を追求してまいります。

　
　株主の皆様におかれましては、今後とも、格別のご理解を賜りますとともに、変わらぬご指導、ご鞭撻
をお願い申し上げます。
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（2）財産および損益の状況の推移
　 ① 企業集団の財産および損益の状況の推移
　

第73期

(2012年４月2013年３月
１
31
日から
日まで )

第74期

(2013年４月2014年３月
１
31
日から
日まで )

第75期

(2014年４月2015年３月
１
31
日から
日まで )

第76期
（当連結会計年度）
(2015年４月2016年３月

１
31
日から
日まで )

受 注 高 （百万円） 112,980 129,651 157,160 158,588

売 上 高 （百万円） 103,288 120,331 126,560 139,269

営 業 利 益 （百万円） 1,763 2,183 3,705 5,861

経 常 利 益 （百万円） 1,878 2,340 3,709 5,900

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 1,117 1,605 2,837 3,855

１株当たり当期純利益 （円） 18.77 26.67 47.08 68.71

純 資 産 （百万円） 56,499 56,245 55,230 58,380

総 資 産 （百万円） 90,359 96,728 97,929 97,291
　

（注）1．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2013年9月13日）等を適用し、当連結会計年度より、「当期純利益」
を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

2．１株当たり当期純利益は、自己株式控除後の期中平均発行済株式総数にもとづいて算出しております。
　
　 ② 当社の財産および損益の状況の推移
　

第73期

(2012年４月2013年３月
１
31
日から
日まで )

第74期

(2013年４月2014年３月
１
31
日から
日まで )

第75期

(2014年４月2015年３月
１
31
日から
日まで )

第76期
（当事業年度）
(2015年４月2016年３月

１
31
日から
日まで )

受 注 高 （百万円） 57,771 72,165 85,500 96,450

売 上 高 （百万円） 52,144 62,424 65,878 78,725

経 常 利 益 （百万円） 855 991 1,743 4,021

当 期 純 利 益 （百万円） 520 846 1,787 3,034

１株当たり当期純利益 （円） 8.75 14.06 29.65 54.07

純 資 産 （百万円） 42,728 45,420 43,518 45,596

総 資 産 （百万円） 59,008 65,453 65,599 64,854
　

（注） １株当たり当期純利益は、自己株式控除後の期中平均発行済株式総数にもとづいて算出しております。
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（3）重要な親会社および子会社の状況
　 ① 親会社との関係

　当社の親会社は持株会社である㈱髙松コンストラクショングループであり、当社の議決権数の76.9％を
保有しております。
　当社は、髙松コンストラクショングループの傘下企業の中で、中核企業として位置付けられ、髙松コン
ストラクショングループの企業理念の下、下記の子会社のグループ経営を担っております。

　
　 ② 重要な子会社の状況
　

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

み ら い 建 設 工 業 ㈱ 2,500百万円 100.0％ 総合建設業

東 興 ジ オ テ ッ ク ㈱ 80百万円 100.0％ 法面保護工事、地盤改良工事、
爆砕工事、保温・耐火工事

青 木 マ リ ー ン ㈱ 90百万円 100.0％ 海上埋立工事、海上工事、
港湾工事、陸上土木工事

あ す な ろ 道 路 ㈱ 80百万円 100.0％ 道路工事、舗装工事

㈱ エ ム ズ 40百万円 90.0％
（90.0％） 建築リノベーション工事

新 潟 み ら い 建 設 ㈱ 20百万円 100.0％ 舗装工事、一般土木工事

㈱ 島 田 組 85百万円 100.0％ 埋蔵文化財発掘調査、土木工事

㈱ ア ク セ ス 40百万円 100.0％ 埋蔵文化財発掘調査、土木工事
　

（注） 当社の議決権比率の（ ）内は、間接所有割合を表示しており内数であります。
　
③ その他重要な関連会社の状況
該当事項はありません。
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（4）主要な事業内容（2016年３月31日現在）
　当社グループは、当社および子会社８社により構成され、建設事業および不動産事業を主な事業内容と
し、㈱髙松コンストラクショングループのグループ企業として、これらに関連する事業をおこなっておりま
す。

　
（5）主要な事業所（2016年３月31日現在）
　 ① 当社の事業所
　 本社（東京都港区）
　 本店
　 東京土木本店、東京建築本店（東京都港区）
　 大阪本店、大阪建築本店（大阪市北区）
　 支店

北海道支店（札幌市）、東北支店（仙台市）、横浜支店（横浜市）、名古屋支店（名古屋市）、北陸支店
（新潟市）、神戸支店（神戸市）、中四国支店（広島市）、九州支店（福岡市）

　 研究所
　 技術研究所（つくば市）
　
　 ② 子会社の事業所
　 みらい建設工業㈱（東京都港区）
　 東興ジオテック㈱（東京都港区）
　 青木マリーン㈱（神戸市東灘区）
　 あすなろ道路㈱（札幌市中央区）
　 ㈱エムズ（東京都中央区）
　 新潟みらい建設㈱（新潟県南魚沼郡）
　 ㈱島田組（大阪府八尾市）
　 ㈱アクセス（大阪府八尾市）
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（6）従業員の状況（2016年３月31日現在）
　 ① 企業集団の従業員数
　

セ グ メ ン ト の 名 称 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

建 築 事 業 340名 19名増

土 木 事 業 1,195名 31名増

不 動 産 事 業 20名 4名減

全 社 （ 共 通 ） 110名 14名増

合 計 1,665名 60名増
　

（注）1. 従業員数は就業人員であります。
2. 全社（共通）として記載されている従業員数は、セグメントに帰属していない人員であります。

　 ② 当社の従業員数
　

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

779名 33名増 46.1才 19.7年
　

（注） 従業員数は就業人員であります。
　

（7）主要な借入先の状況（2016年３月31日現在）
　 ① 企業集団の主要な借入先の状況
　 該当事項はありません。
　
　 ② 当社の主要な借入先の状況
　 該当事項はありません。
　
（8）その他企業集団の現況に関する重要な事項

特筆すべき事項はありません。
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２． 会社の株式に関する事項（2016年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 普通株式 208,000,000株
　
（2）発行済株式の総数 普通株式 56,116,244株(自己株式 2,983,756株を除く）
　
（3）当事業年度末の株主数 4,978名
　
（4）大株主（上位10名）

　

株 主 名 持 株 数 持株比率（％）

㈱髙松コンストラクショングループ 43,134,500株 76.9

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 818,600株 1.5

ステート ストリート バンク アンド
トラスト カンパニー 505001 788,016株 1.4

日本トラスティ・サービス
信託銀行㈱（信託口） 631,300株 1.1

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY 615,800株 1.1

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE
PORTFOLIO 537,700株 1.0

青木あすなろ建設協力工事業者持株会 452,878株 0.8

ゴールドマン サックス インターナショナル 363,336株 0.6

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG
JASDEC ACCT BP2S DUBLIN CLIENTS-AIFM 239,000株 0.4

日本トラスティ・サービス
信託銀行㈱（信託口９） 219,700株 0.4

　

（注）1． 当社は、自己株式を 2,983,756株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
2． 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　
（5）その他株式に関する重要な事項

特筆すべき事項はありません。
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３． 会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の状況（2016年３月31日現在）

　

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 石 田 優 ㈱髙松コンストラクショングループ取締役

代 表 取 締 役 社 長 上 野 康 信 ㈱髙松コンストラクショングループ取締役

代 表 取 締 役 吉 武 宣 彦 本社統轄本部長兼営業企画本部長
㈱髙松コンストラクショングループ取締役

取 締 役 江 村 秀 穂 新規事業統轄本部長兼事業管理本部長

取 締 役 今 井 宏 建築統轄本部長兼建築技術本部長兼東京建築本店長

取 締 役 橋 本 富 亘 土木統轄本部長兼東京土木本店長

取 締 役 髙 松 孝 之 ㈱髙松コンストラクショングループ取締役名誉会長

取 締 役 朴 木 義 雄 ㈱髙松コンストラクショングループ代表取締役会長

取 締 役 小 川 完 二 ㈱髙松コンストラクショングループ代表取締役社長

取 締 役 市 木 良 次 髙松建設㈱代表取締役会長
㈱髙松コンストラクショングループ取締役

取 締 役 妹 尾 泰 輔

常 勤 監 査 役 齋 川 貞 夫

監 査 役 櫛 田 隆 治 税理士

監 査 役 朝 田 純 一

監 査 役 関 房 雄
　

（注）1． 取締役 妹尾泰輔氏は、社外取締役であります。
2． 監査役 齋川貞夫氏、櫛田隆治氏、朝田純一氏および関房雄氏は、社外監査役であります。
3． 当社は、取締役 妹尾泰輔氏、監査役 朝田純一氏および関房雄氏の３氏を東京証券取引所の定めにもとづく独立役員とし
て指定し、同取引所に届け出ております。

4． 監査役 櫛田隆治氏は、税理士として財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
5． 当社は、取締役 髙松孝之氏、朴木義雄氏、小川完二氏、市木良次氏および妹尾泰輔氏、ならびに社外監査役全員との間

で、会社法第427条第1項の規定により、同法第423条第1項の賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約にもとづく賠償責任の限度額は、職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときは、法令の定める最低責任
限度額としております。
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［ご参考］2016年４月１日現在の執行役員は次のとおりであります。
（※印の執行役員は取締役を兼務しております。）

　

地 位 氏 名 担 当

社 長 執 行 役 員 ※ 上 野 康 信

副 社 長 執 行 役 員 ※ 吉 武 宣 彦 本社統括本部統括本部長兼営業企画本部長

専 務 執 行 役 員 ※ 江 村 秀 穂 住宅事業本部統括本部長

専 務 執 行 役 員 ※ 今 井 宏 建築事業本部統括本部長兼建築技術本部長

専 務 執 行 役 員 ※ 橋 本 富 亘 土木事業本部統括本部長兼新規開発本部長

常 務 執 行 役 員 篠 田 孝 営業企画本部副本部長

常 務 執 行 役 員 元 木 洋 営業企画本部副本部長

常 務 執 行 役 員 辻　井 靖 東京土木本店長

常 務 執 行 役 員 小野寺 弘 幸 東京建築本店長

常 務 執 行 役 員 高 橋 禎 夫 土木技術本部長

常 務 執 行 役 員 衛 藤 崇 史 大阪建築本店長

常 務 執 行 役 員 国 竹 治 之 管理本部長

常 務 執 行 役 員 田 野 慎一郎 大阪土木本店長

執 行 役 員 楠 本 秀 裕 住宅事業本部アビダス事業部長

執 行 役 員 大 森 俊 介 営業企画本部営業第一本部長

執 行 役 員 藤 井 宏 東北支店副支店長

執 行 役 員 北 村 俊 男 横浜支店長

執 行 役 員 角 田 稔 管理本部副本部長兼業務集中センター長

執 行 役 員 清 治 茂 東京土木本店副本店長

執 行 役 員 牛 島 栄 技術研究所長

執 行 役 員 秋 腰 健 夫 東京建築本店副本店長

執 行 役 員 馬欠場 真 樹 土木技術本部副本部長

執 行 役 員 江 島 泰 営業企画本部営業第二本部長兼東京土木本店営業第二部長
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（2）取締役および監査役の報酬等の総額
　

区 分 支 給 人 数 支 給 額 摘 要

取 締 役 11名 167百万円 取締役報酬限度額は、年額250百万円以内（うち社外取締役分30百万
円以内）（2015年６月18日開催「第75回定時株主総会」決議）

監 査 役 4名 21百万円 監査役報酬限度額は、年額50百万円以内（うち社外監査役分35百万
円以内）（2015年６月18日開催「第75回定時株主総会」決議）

合 計 15名 189百万円

　
（3）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該法人等との関係

監査役 朝田純一氏は、アズビル株式会社の社外監査役を兼務しておりましたが、2015年6月25日をもっ
て退任しております。なお、当社とアズビル株式会社との間には特別な関係はありませんでした。
　

② 当事業年度における主な活動状況
　

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 妹 尾 泰 輔 就任後に開催された取締役会10回のうち10回に出席し、疑問点等を明らかに
するため適宜質問し発言をおこなっております。

監 査 役 齋 川 貞 夫
当事業年度に開催された取締役会12回のうち12回に出席し、疑問点等を明ら
かにするため適宜質問し発言をおこなっております。
また、監査役会14回のうち14回に出席し、監査に関する意見交換、重要事項
の協議をおこなっております。

監 査 役 櫛 田 隆 治
当事業年度に開催された取締役会12回のうち12回に出席し、主に税務的な見
地から適宜質問し発言をおこなっております。
また、監査役会14回のうち14回に出席し、監査に関する意見交換、重要事項
の協議をおこなっております。

監 査 役 朝 田 純 一
当事業年度に開催された取締役会12回のうち12回に出席し、疑問点等を明ら
かにするため適宜質問し発言をおこなっております。
また、監査役会14回のうち14回に出席し、監査に関する意見交換、重要事項
の協議をおこなっております。

監 査 役 関 房 雄
就任後に開催された取締役会10回のうち10回に出席し、疑問点等を明らかに
するため適宜質問し発言をおこなっております。
また、監査役会10回のうち10回に出席し、監査に関する意見交換、重要事項
の協議をおこなっております。

　
③ 当社の報酬等の額および当社の親会社等または当該親会社等の子会社等から当事業年度の役員として受け

た報酬等の額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額 親会社等または当該親会社等の
子会社等からの役員報酬等の額

社 外 役 員 の 報 酬 等
の 総 額 等 5名 29百万円 －百万円
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４． 会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称 有限責任 あずさ監査法人
　
（2）当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　

報 酬 等 の 額

当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 42百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 53百万円
　

（注）1． 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法にもとづく監査と金融商品取引法にもとづく監査の監査報酬等の額
を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額はこれ
らの合計額を記載しております。

2． 当社監査役会は、会計監査人から説明を受けた当事業年度の会計監査計画の監査日数や人員配置などの内容、前事業年度
の監査実績の検証と評価、会計監査人の監査の遂行状況の相当性、報酬額の前提となる見積りの算出根拠を精査した結果、
会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

　
（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会
に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役全員の合意にもとづき会計監査人を解任いたします。
この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任
した旨およびその理由を報告いたします。
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５． 業務の適正を確保するための体制およびその運用状況
（１）業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確
保するための体制についての決定内容の概要は、以下のとおりであります。

①当社および子会社の取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
a. 当社グループでは、取締役は、「取締役会規程」および「決裁規程」にもとづき、その職務の執行をお
こなうにあたり、法令、定款、企業理念および諸規程に則り行動し、その職責を果たすこととしており
ます。

b. 当社グループでは、取締役会が企業倫理および社会的責任にてらし、経営方針およびその執行方法に適
法性、妥当性、相当性の欠落はないか、善管注意義務違反、不作為による忠実義務違反がないか自ら検
証することが使命であると位置付けております。

c. 当社および子会社の内部監査部門は、連携をとって各社の内部監査を随時実施しております。
d. 社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与えるあらゆる反社会的勢力および団体に対しては、毅然とし
た態度で臨み、関係遮断を徹底しております。
　

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　当社は、取締役会の決定に関する記録について、「取締役会規程」「文書管理規程」および「機密文書管理
規程」に則り作成保存および管理しております。

　
③当社および子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制
a. 当社グループでは、各社が損失の危険の管理に関する事項は、「決裁規程」および「リスク管理規程」に
定めており、重要事項については取締役会で決議しております。

b. 当社は、子会社の重大なリスク発生等を把握し、グループに影響を及ぼす事項を統括しております。特
にリスクが高い事項については、子会社の取締役会で決議する前に、当社へ報告することとしておりま
す。

　
④当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制
a. 当社グループでは、取締役会は、執行役員を任命し経営と業務執行との分離をはかることにより、取締
役会の職務の執行の効率性をはかるとともに、執行役員の業務執行が経営方針と合致しているか検証し、
目標実現に向けて指導ならびに指示をあたえております。

b. 当社は、取締役会の審議のさらなる活性化と、ガバナンスおよび経営監督機能の強化のため、社外取締
役を選任することといたします。

c. 当社は、子会社の取締役会が適切に意思決定をおこない、チェック機能を果たすよう支援し、その決議
事項が適正なものかを管理しております。
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⑤当社および子会社の使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
a. 当社グループでは、社員全員に「企業理念」カードを配布し、日々唱和をおこない、企業理念に則った
行動をとるよう努めております。

b. 当社グループでは、共通のグループ報やコンプライアンス委員会から役職員全員に法令遵守が企業活動
の前提であることを繰り返し伝え、役職員の法令、定款および諸規程の遵守についての周知徹底をはか
っております。

c. 当社および子会社の内部監査部門は、連携をとって各社の内部監査を随時実施しております。
　
⑥会社ならびにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
a. 当社グループは、純粋持株会社である㈱髙松コンストラクショングループの一員であり、当社が当社の
子会社の業務執行に係る事項についての支援および管理をおこなうこととしております。

b. グループとしての一体感を形成するため「ＴＣＧグループ憲章」に従い、各社が共通した企業理念にも
とづいて適正かつ適法な企業活動をおこなうこととしております。

c. グループ各社が相互に緊密に連携をとり、子会社の自主独立による発展をはかるとともに、グループト
ータルの企業価値の増大をはかるため、「親会社と子会社に関する規程」を定めております。

d. 当社主催のＡＡＧ社長会を定期的に開催して、実効性を高める体制をとり、各社の業務の適正の確保に
努めております。

e. 当社は、子会社が報告すべき事項を定め、定期的あるいは発生の都度報告を受けております。

⑦監査役が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　監査役が、職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、必要に応じて、同使用人を置くこととし
ます。

　
⑧監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項
a. 補助者に対しては、監査役が直接、指揮監督し統括することとしております。
b. 補助者の監査役補助職務に係る人事評価は監査役がおこない、人事異動・懲戒処分に関しては監査役の
同意を得ておこなうこととしております。
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⑨当社および子会社の取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する
体制
a. 当社取締役は、会社に著しい影響を及ぼす事実が発生し、または発生するおそれがあるときは、監査役
に速やかに報告します。

b. 監査役は、一部子会社の監査役を兼任し、各社の業務遂行状況等の報告を受ける体制としております。
c. 監査役は、必要があると認めたときは、取締役および社員に報告を求めることができることとしており
ます。

d. 内部監査・内部統制部門および経営管理部門は、当社グループにおける内部監査、リスク管理等の現状
を報告することとしております。

e. グループ各社で内部通報規程を定め、グループの役職員からの通報窓口を当社の監査役とするとともに、
当該通報をしたことを理由とする、解雇その他の不利益な取り扱いを禁止しております。

⑩その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制
a. 監査役会は、会計監査人および内部監査・内部統制部門から監査内容について説明を受けるとともに、
必要な情報の交換をおこなうなど連携をはかっております。

b. 監査役の職務執行に係る費用については、あらかじめ予算に計上し、請求に応じております。また、臨
時に発生した費用についても、正当性を確認のうえ、請求に応じております。

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①コンプライアンス
a. 当社グループは、各社にコンプライアンス委員会を設置しており、当社が作成したコンプライアンスマ
ニュアルにより徹底をはかっております。
また、当社社員およびグループ会社社員を対象としたコンプライアンス研修も実施しております。

b. 内部通報体制は、公益通報取扱要領にもとづく当社グループ共通の社外監査役等を窓口とした内部通報
窓口と、コンプライアンス委員会および外部の弁護士を窓口としたコンプライアンスホットラインの２
つの内部通報体制を設置していますが、重大な法令違反に関する内部通報はありませんでした。

c. 内部監査室は、当社グループ共通の内部監査規程にもとづき内部監査を実施しており、監査役および会
計監査人とも連携をはかっております。

d. 反社会的勢力及び団体については、関係遮断を徹底しております。
　

②リスク管理体制
a. 当社グループでは、各社の損失の危険の管理に関する事項は、「決裁規程」および「リスク管理規程」に
定めており、重要事項については当社の取締役会で決議されております。

b. 当社は、子会社の重大なリスク発生等を把握し、グループに影響を及ぼす事項を統括しております。子
会社は、特にリスクが高い会社規模に比して多額の請負金額となる工事の受注等や採算の悪化した工事
の状況は当社に報告しております。
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③取締役の職務執行の効率性の確保
a. 取締役会は、経営と業務執行との分離をはかるため執行役員を任命しており、取締役会の職務の執行の
効率化をはかるため、取締役会で決議される業務執行に関する議案は事前に執行役員で構成される業務
執行会で協議しており、その協議内容を取締役会の議案に反映させております。業務執行会は取締役会
と同じく年間12回開催されています。

b. 当社の社外取締役は、すべての取締役会に出席しており、また、発言をおこなうことにより、審議の活
性化と監督強化に貢献しております。

　
④グループ会社管理体制
a. 当社グループでは、社員全員に「企業理念」カードを配布し、日々朝礼時に唱和をおこない、企業理念
に則った行動をとるよう努めております。

b. グループ各社が相互に緊密に連携をとり、子会社の自主独立による発展をはかるとともに、グループト
ータルの企業価値の増大をはかるための規程を定めております。グループ各社における重要事項のうち、
株主として決定すべき事項、グループに影響を及ぼすリスクの高い事項等をルールを定めて当社取締役
会で承認等をおこなうこととしております。

c. 当社主催の青木あすなろ建設グループ社長会を毎月１回開催して、実効性を高める体制をとり、情報共
有化をはかり各社の業務の適正の確保に努めております。

d. 当社は、子会社の取締役会が適切に機能するよう、事務局業務の支援および決議事項が適正かどうか管
理しております。

e. 当社は、子会社が報告すべき事項を定め、毎月あるいは発生の都度報告を受けております。
f . 当社グループでは、共通のグループ報やコンプライアンス委員会から役職員全員に法令遵守が企業活動
の前提であることを繰り返し伝え、役職員の法令、定款および諸規程の遵守についての周知徹底をはか
っております。

g. 当社および子会社の内部監査部門は、連携をとって各社の内部監査を随時実施しております。

⑤監査役関係
a. 監査役は、取締役会や業務執行会等の重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べるとともに、稟議
書等の社内文書を閲覧し、担当取締役や使用人に説明を求め、改善事項等の説明をおこなっております。

b. 監査役は、子会社の業務執行状況の報告を毎月受領しております。
c. 監査役は、内部監査・内部統制部門および経営管理部門から、当社グループにおける内部監査、リスク
等の現状の報告を受領しております。

d. 監査役は、代表取締役、内部監査室、会計監査人および社外取締役等との情報交換ならびにグループ各
社の監査役との情報交換をおこない、監査の実効性、効率性を高めております。当社およびグループ会
社に係る重要な情報は適時適切に監査役に報告され、適切な運用がなされております。

e. 監査役会は、会計監査人および内部監査・内部統制部門から監査内容について説明を受け必要な情報の
交換をおこなっております。
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６. 会社の支配に関する基本方針
特筆すべき事項はありません。

　
７． 剰余金の配当等の決定に関する方針

株主の皆様への利益還元を経営上の重要な課題の一つと位置付け、財務体質の強化のため、必要な株主資
本の充実に努めるとともに、安定した配当を継続しつつ、企業業績に応じた利益還元をおこなうことを基本
方針としております。
当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記の方針にもとづき、業績等を総合的に勘案した結果、前

事業年度の１株当たり普通配当15円から３円増配し、１株当たり18円とさせていただきました。
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連 結 貸 借 対 照 表
　

　

（2016年３月31日現在）
（単位：百万円）

　

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

不 動 産 事 業 支 出 金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機械・運搬具・工具器具備品

船 舶

土 地

建 設 仮 勘 定

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

長 期 未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

（85,022）

26,106

51,089

1,320

94

1,862

1,850

1,044

1,953

△299

（12,269）

（6,904）

830

719

751

4,368

139

95

（186）

（5,178）

3,591

8

858

359

1,192

△832

流 動 負 債

工 事 未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 成 工 事 受 入 金

完 成 工 事 補 償 引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 に 係 る 負 債

船 舶 特 別 修 繕 引 当 金

そ の 他

（29,850）

18,583

1,291

5,520

552

1,604

2,298

（9,060）

215

8,262

75

507
負 債 合 計 38,910

純 資 産 の 部

株 主 資 本 （58,299）

資 本 金 5,000

資 本 剰 余 金 23,766

利 益 剰 余 金 31,454

自 己 株 式 △1,921

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 （57）

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 491

土 地 再 評 価 差 額 金 48

退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △482

非 支 配 株 主 持 分 （23）

純 資 産 合 計 58,380

資 産 合 計 97,291 負 債 純 資 産 合 計 97,291
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連 結 損 益 計 算 書
　

（ 2015年４月１日から）2016年３月31日まで
（単位：百万円）

　

科 目 金 額
売 上 高
完 成 工 事 高 136,401
不 動 産 事 業 売 上 高 2,867 139,269

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 122,201
不 動 産 事 業 売 上 原 価 2,622 124,824

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 14,200
不 動 産 事 業 総 利 益 245 14,445

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,583
営 業 利 益 5,861

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 70
償 却 債 権 取 立 益 57
そ の 他 29 157

営 業 外 費 用
支 払 利 息 105
そ の 他 13 119

経 常 利 益 5,900
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 22
訴 訟 関 連 損 失 戻 入 額 10
そ の 他 0 34

特 別 損 失
減 損 損 失 628
そ の 他 2 630

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,304
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,650
法 人 税 等 調 整 額 △204 1,445
当 期 純 利 益 3,859
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,855
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連結株主資本等変動計算書
　

（ 2015年４月１日から）2016年３月31日まで
（単位：百万円）

　

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 5,000 23,766 28,440 △1,920 55,286
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △841 △841
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 3,855 3,855

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)
連結会計年度中の変動額合計 － － 3,013 △0 3,013
当 期 末 残 高 5,000 23,766 31,454 △1,921 58,299
　

その他の包括利益累計額
非支配株主
持分 純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

土 地
再 評 価
差 額 金

退職給付に
係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 636 43 △756 △77 21 55,230
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △841
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 3,855

自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △144 4 274 134 2 136

連結会計年度中の変動額合計 △144 4 274 134 2 3,150
当 期 末 残 高 491 48 △482 57 23 58,380
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貸 借 対 照 表
　

　

（2016年３月31日現在）
（単位：百万円）

　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 （48,442） 流 動 負 債

工 事 未 払 金

リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

未 成 工 事 受 入 金

預 り 金

完 成 工 事 補 償 引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

（14,508）

8,431

0

561

3,563

794

60

863

233

（4,748）

3

4,571

174

現 金 預 金 14,104
受 取 手 形 0
電 子 記 録 債 権 300
完 成 工 事 未 収 入 金 29,129
販 売 用 不 動 産 617
未 成 工 事 支 出 金 34
不 動 産 事 業 支 出 金 1,862
未 収 入 金 783
繰 延 税 金 資 産 513
未 収 消 費 税 等 921
そ の 他 337
貸 倒 引 当 金 △163
固 定 資 産 （16,412）
有 形 固 定 資 産 （3,346）
建 物 ・ 構 築 物 459 負 債 合 計 19,257
機 械 ・ 運 搬 具 210 純 資 産 の 部
工 具 器 具 ・ 備 品 97 株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金

（45,116）
5,000
23,766
23,766
18,271
500

17,771
14,500
3,271

△1,921
（479）
479

土 地 2,574
リ ー ス 資 産 4
無 形 固 定 資 産 （118）
投 資 そ の 他 の 資 産 （12,947）
投 資 有 価 証 券 2,856
関 係 会 社 株 式 8,885
長 期 貸 付 金 8
長 期 前 払 費 用 233
長 期 未 収 入 金 735
長 期 保 証 金 674
繰 延 税 金 資 産 212
そ の 他 40
貸 倒 引 当 金 △698 純 資 産 合 計 45,596
資 産 合 計 64,854 負 債 純 資 産 合 計 64,854
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損 益 計 算 書
　

（ 2015年４月１日から）2016年３月31日まで
（単位：百万円）

　

科 目 金 額
売 上 高
完 成 工 事 高 75,824
不 動 産 事 業 売 上 高 2,901 78,725

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 68,481
不 動 産 事 業 売 上 原 価 2,427 70,909

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 7,342
不 動 産 事 業 総 利 益 474 7,816

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,775
営 業 利 益 3,040

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 999
そ の 他 53 1,053

営 業 外 費 用
支 払 利 息 60
そ の 他 12 72

経 常 利 益 4,021
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 14 14

特 別 損 失
減 損 損 失 69
そ の 他 0 70

税 引 前 当 期 純 利 益 3,965
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 674
法 人 税 等 調 整 額 257 931
当 期 純 利 益 3,034
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株主資本等変動計算書
　

（ 2015年４月１日から）2016年３月31日まで
（単位：百万円）

　

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準 備 金
利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計別途積立金 繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 5,000 23,766 500 14,500 1,079 16,079 △1,920 42,924

事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △841 △841 △841
当 期 純 利 益 3,034 3,034 3,034
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)
事業年度中の変動額合計 － － － － 2,192 2,192 △0 2,192
当 期 末 残 高 5,000 23,766 500 14,500 3,271 18,271 △1,921 45,116
　

評価・換算
差 額 等

純 資 産
合 計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

当 期 首 残 高 593 43,518
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △841
当 期 純 利 益 3,034
自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) △114 △114

事業年度中の変動額合計 △114 2,077
当 期 末 残 高 479 45,596
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連結計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
2016年５月９日

青木あすなろ建設株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 井 隆 雄 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 島 英 樹 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、青木あすなろ建設株式会社の2015年４月１日から2016年３月31日ま
での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人
に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実
施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人
の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適
切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討する
ことが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、青木あすなろ
建設株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
2016年５月９日

青木あすなろ建設株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 井 隆 雄 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 島 英 樹 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、青木あすなろ建設株式会社の2015年４月１日から2016年３月
31日までの第76期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を
策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統
制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
　

監査報告書
　当監査役会は、2015年４月１日から2016年３月31日までの第76期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成
した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1． 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役
等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他
の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会
社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びそ
の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2． 監査の結果
（1)事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

（2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3)連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 2016年５月10日
青木あすなろ建設株式会社 監査役会

常勤監査役(社外監査役) 齋 川 貞 夫 ㊞
監 査 役(社外監査役) 櫛 田 隆 治 ㊞
監 査 役(社外監査役) 朝 田 純 一 ㊞
監 査 役(社外監査役) 関 房 雄 ㊞

　
以 上
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株主総会参考書類
　
議案および参考事項
　

　第１号議案 取締役12名選任の件
　 本総会終結の時をもって、取締役全員（11名）が任期満了となります。
　つきましては、経営体制の強化をはかるため取締役を１名増員し、取締役12名の選任をお願いするもので
あります。その候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 株 式
の 数

１ 石　田
いし だ

　 優
まさる

（1949年４月２日生）

1999年４月 髙松建設㈱常務取締役大阪本店長
2001年４月 小松建設工業㈱（あすなろ建設㈱）専務執行役員建築統括
2001年６月 同社専務取締役兼専務執行役員建築統括
2004年４月 当社取締役副社長兼副社長執行役員
2005年６月 髙松建設㈱代表取締役社長
2008年10月 ㈱髙松コンストラクショングループ取締役（現任）
2014年４月 当社代表取締役会長（現任）
2014年４月 髙松建設㈱取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱髙松コンストラクショングループ取締役

39,600株

２ 上　野　康　信
うえ の やす のぶ

（1949年10月23日生）

1972年４月 ㈱青木建設入社
2002年７月 同社取締役兼常務執行役員大阪本店長
2004年４月 当社取締役兼専務執行役員大阪本店長
2010年６月 当社代表取締役兼専務執行役員土木担当兼大阪土木本店長
2011年４月 当社代表取締役兼副社長執行役員土木本部長兼土木技術本

部長兼大阪地区関係会社担当
2013年４月 当社代表取締役社長兼社長執行役員（現任）
2013年６月 ㈱髙松コンストラクショングループ取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱髙松コンストラクショングループ取締役

16,100株

３ 吉　武　宣　彦
よし たけ のぶ ひこ

（1952年11月19日生）

2002年４月 ㈱りそな銀行執行役員営業推進本部担当
2008年４月 同社常務執行役員首都中央地域担当
2009年６月 昭和リース㈱取締役会長
2012年６月 当社代表取締役兼副社長執行役員
2013年４月 当社代表取締役兼副社長執行役員本社統括兼管理本部長兼

営業本部長
2014年10月 当社代表取締役兼副社長執行役員本社統轄本部長兼管理本

部長兼営業企画本部長
2015年６月 ㈱髙松コンストラクショングループ取締役（現任）
2016年４月 当社代表取締役兼副社長執行役員本社統括本部統括本部長

兼営業企画本部長（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱髙松コンストラクショングループ取締役

8,400株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 株 式
の 数

４ 江　村　秀　穂
え むら ひで ほ

（1952年１月１日生）

2004年４月 髙松建設㈱取締役専務執行役員大阪本店長
2007年４月 当社専務執行役員東京本店長兼東京建築本店長
2007年６月 当社取締役兼専務執行役員東京本店長兼東京建築本店長
2008年９月 みらい建設工業㈱取締役兼副社長執行役員建築本店長
2010年４月 当社専務執行役員建築担当
2010年６月 当社取締役兼専務執行役員建築担当
2014年10月 当社取締役兼専務執行役員新規事業統轄本部長兼事業管理

本部長
2016年４月 当社取締役兼専務執行役員住宅事業本部統括本部長（現任）

11,800株

５ 今　井
いま い

　 宏
こう

（1953年２月４日生）

1971年４月 小松建設工業㈱（あすなろ建設㈱）入社
2002年６月 同社執行役員東京建築本店建築工事部長
2004年４月 当社執行役員東京建築本店副本店長
2005年４月 当社常務執行役員東京建築本店副本店長
2010年４月 当社常務執行役員東京建築本店長
2013年６月 当社取締役兼常務執行役員東京建築本店長
2014年10月 当社取締役兼常務執行役員建築統轄本部長兼建築技術本部

長兼東京建築本店長
2016年４月 当社取締役兼専務執行役員建築事業本部統括本部長兼建築

技術本部長（現任）

6,300株

６ 橋　本　富　亘
はし もと とみ のぶ

（1955年１月４日生）

1978年４月 ㈱青木建設入社
2008年６月 当社執行役員企画開発本部副本部長
2009年４月 当社執行役員管理本部副本部長
2010年４月 当社常務執行役員東京土木本店長
2013年４月 当社常務執行役員土木本部長兼土木技術本部長兼東京土木

本店長
2013年６月 当社取締役兼常務執行役員土木本部長兼土木技術本部長兼

東京土木本店長
2015年４月 当社取締役兼常務執行役員土木統轄本部長兼東京土木本店

長
2016年４月 当社取締役兼専務執行役員土木事業本部統括本部長兼新規

開発本部長（現任）

7,500株

７ 髙　松　孝　之
たか まつ たか ゆき

（1937年９月27日生）

1965年６月 髙松建設㈱代表取締役社長
1990年４月 同社代表取締役会長
2002年７月 ㈱青木建設取締役
2005年６月 髙松建設㈱取締役名誉会長（現任）
2008年10月 ㈱髙松コンストラクショングループ取締役名誉会長（現任）
2013年６月 当社取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱髙松コンストラクショングループ取締役名誉会長

－株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 株 式
の 数

８ 朴
ほうの
木　義　雄
き よし お

（1942年４月９日生）

2001年４月 小松建設工業㈱（あすなろ建設㈱）社長執行役員兼特別顧
問

2001年６月 同社代表取締役社長兼社長執行役員
2004年４月 当社代表取締役会長兼会長執行役員
2008年10月 ㈱髙松コンストラクショングループ代表取締役社長
2010年４月 当社代表取締役会長
2010年６月 当社取締役（現任）
2011年６月 髙松建設㈱取締役（現任）
2012年４月 ㈱髙松コンストラクショングループ代表取締役会長（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱髙松コンストラクショングループ代表取締役会長

47,600株

９ 小　川　完　二
お がわ かん じ

（1949年７月３日生）

2004年４月 髙松建設㈱代表取締役副社長執行役員
2004年４月 当社取締役（現任）
2006年１月 ㈱金剛組代表取締役社長
2008年10月 ㈱髙松コンストラクショングループ代表取締役副社長
2009年８月 髙松建設㈱取締役（現任）
2012年４月 ㈱髙松コンストラクショングループ代表取締役社長（現任）
2012年４月 ㈱金剛組代表取締役会長（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱髙松コンストラクショングループ代表取締役社長

18,600株

10 市　木
いち き

　良
りょう
　次

じ

(1948年５月１日生)

1971年４月 ㈱青木建設入社
2001年６月 同社執行役員東北支店長
2002年４月 同社常務執行役員営業本部長
2002年７月 同社代表取締役社長兼社長執行役員
2004年４月 当社代表取締役社長兼社長執行役員
2008年10月 ㈱髙松コンストラクショングループ取締役（現任）
2009年８月 髙松建設㈱取締役
2013年４月 当社代表取締役会長兼会長執行役員
2014年４月 当社取締役（現任）
2014年４月 髙松建設㈱代表取締役会長（現任）
（重要な兼職の状況）
髙松建設㈱代表取締役会長
㈱髙松コンストラクショングループ取締役

33,200株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 株 式
の 数

11 妹　尾　泰　輔
せの お たい すけ

（1946年８月１日生）

1997年６月 光洋精工㈱取締役
2001年６月 同社常務取締役
2004年６月 同社専務取締役
2006年１月 ㈱ジェイテクト（光洋精工㈱と豊田工機㈱が合併）専務取

締役
2009年６月 光洋機械工業㈱代表取締役社長
2012年６月 同社相談役
2014年６月 同社顧問（現任）
2015年６月 当社取締役（現任）

－株

12 梅　田　明　彦
うめ だ あき ひこ

（1947年３月１日生）

2002年６月 ㈱りそな銀行代表取締役副頭取
2004年６月 ばんせい証券㈱取締役副会長
2005年６月 ㈱レオパレス２１専務取締役
2006年９月 あすか少額短期保険㈱代表取締役社長
2012年６月 あすか少額短期保険㈱顧問（現任）

プラザ賃貸管理保証㈱監査役（現任）
2015年６月 ㈱タケエイ取締役（現任）

－株

　

（注）1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 妹尾泰輔氏および梅田明彦氏（新任）は、社外取締役候補者であります。
3. (1)石田優氏は、当社専務取締役兼専務執行役員建築統括、当社代表取締役副社長、髙松建設株式会社代表取締役社長を歴

任する等、幅広い経験と専門知識を有しており、2014年４月から取締役会議長として取締役会を適切に運営してきま
した。このような実績から、さらなる企業価値向上をはかるためにふさわしい人物として引き続き取締役候補者として
選任をお願いするものであります。

(2)上野康信氏は、株式会社青木建設取締役兼常務執行役員大阪本店長、当社代表取締役兼副社長執行役員土木本部長兼土
木技術本部長兼大阪地区関係会社担当等を歴任し、2013年４月から当社代表取締役社長兼社長執行役員として経営の
指揮を執り、当社の業務全般を熟知しているとともに、業績の向上に大きな功績を残しております。このような実績か
ら、さらなる企業価値向上をはかるためにふさわしい人物として引き続き取締役候補者として選任をお願いするもので
あります。

(3)吉武宣彦氏は、株式会社りそな銀行常務執行役員首都中央地域担当、昭和リース株式会社取締役会長等を歴任する等、
幅広い経験とその豊富な経験にもとづく高い専門的知見を有しております。このような実績から、さらなる企業価値向
上をはかるためにふさわしい人物として引き続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

(4)江村秀穂氏は、髙松建設株式会社取締役専務執行役員大阪本店長、当社取締役兼専務執行役員東京本店長兼東京建築本
店長、当社取締役兼専務執行役員新規事業統轄本部長兼事業管理本部長を歴任する等、その豊富な経験にもとづく高い
専門的知見を有しております。このような実績から、さらなる企業価値向上をはかるためにふさわしい人物として引き
続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

(5)今井宏氏は、当社取締役兼常務執行役員東京建築本店長、当社取締役兼常務執行役員建築統轄本部長兼建築技術本部長
兼東京建築本店長を歴任する等、その豊富な経験にもとづく高い専門的知見を有し、当社の業務全般を熟知しておりま
す。このような実績から、さらなる企業価値向上をはかるためにふさわしい人物として引き続き取締役候補者として選
任をお願いするものであります。
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(6)橋本富亘氏は、当社執行役員企画開発本部副本部長、当社執行役員管理本部副本部長、当社取締役兼常務執行役員土木
統轄本部長兼東京土木本店長を歴任する等、その豊富な経験にもとづく高い専門的知見を有し、当社の業務全般を熟知
しております。このような実績から、さらなる企業価値向上をはかるためにふさわしい人物として引き続き取締役候補
者として選任をお願いするものであります。

(7)髙松孝之氏は、髙松建設株式会社代表取締役社長、同社代表取締役会長、株式会社髙松コンストラクショングループ取
締役名誉会長を歴任する等、幅広い経験とその豊富な経験にもとづく高い専門的知見を有しております。このような実
績から、さらなる企業価値向上をはかるためにふさわしい人物として引き続き取締役候補者として選任をお願いするも
のであります。

(8)朴木義雄氏は、当社代表取締役社長兼社長執行役員、当社代表取締役会長兼会長執行役員、株式会社髙松コンストラク
ショングループ代表取締役社長、同社代表取締役会長を歴任する等、幅広い経験とその豊富な経験にもとづく高い専門
的知見を有しております。このような実績から、さらなる企業価値向上をはかるためにふさわしい人物として引き続き
取締役候補者として選任をお願いするものであります。

(9)小川完二氏は、髙松建設株式会社代表取締役副社長執行役員、株式会社髙松コンストラクショングループ代表取締役副
社長、同社代表取締役社長を歴任する等、幅広い経験とその豊富な経験にもとづく高い専門的知見を有しております。
このような実績から、さらなる企業価値向上をはかるためにふさわしい人物として引き続き取締役候補者として選任を
お願いするものであります。

(10)市木良次氏は、株式会社青木建設代表取締役社長兼社長執行役員、当社代表取締役社長兼社長執行役員、当社代表取締
役会長兼会長執行役員、髙松建設株式会社代表取締役会長を歴任する等、その豊富な経験にもとづく高い専門的知見を
有し、当社の業務全般を熟知しております。このような実績から、さらなる企業価値向上をはかるためにふさわしい人
物として引き続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

(11)妹尾泰輔氏は、光洋精工株式会社専務取締役、株式会社ジェイテクト専務取締役、光洋機械工業株式会社代表取締役社
長を歴任する等、経営者として豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の経営全般に助言をいただくことで、当社
のコーポレート・ガバナンス体制の一層の強化をはかり、経営の透明性を向上させるものと判断し、社外取締役候補者
として選任をお願いするものであります。なお、同氏は、現在当社の社外取締役であり、在任期間は、本総会終結の時
をもって１年となります。

(12)梅田明彦氏は、株式会社りそな銀行代表取締役副頭取、ばんせい証券株式会社取締役副会長、株式会社レオパレス21専
務取締役を歴任する等、経営者として豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の経営全般に助言をいただくことで、
当社のコーポレート・ガバナンス体制の一層の強化をはかり、経営の透明性をさらに向上させるものと判断し、新たに
社外取締役候補者として選任をお願いするものであります。

4．当社は、妹尾泰輔氏を東京証券取引所の定めにもとづく独立役員として届け出ております。なお、同氏の再任が承認され
た場合には、引き続き独立役員とする予定であります。また、梅田明彦氏は、東京証券取引所の定めにもとづく独立役員
の要件を満たしており、同氏の選任が承認可決された場合、独立役員として届け出る予定であります。

5．当社は、髙松孝之氏、朴木義雄氏、小川完二氏、市木良次氏および妹尾泰輔氏との間で会社法第427条第１項の規定にも
とづき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約にもとづく損害賠償責任の限度額
は、職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときは、法令の定める最低責任限度額としており、再任が承認された
場合は、当該契約を継続する予定であります。また、梅田明彦氏の選任が承認可決された場合は、同氏との間で同様の責
任限定契約を締結する予定であります。
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　第２号議案 監査役１名選任の件
本総会終結の時をもって、監査役齋川貞夫氏が任期満了となります。
つきましては、監査役１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 株 式
の 数

齋　川　貞　夫
さい かわ さだ お

（1952年９月27日生）

2003年３月 ㈱りそな銀行総務部長
2004年６月 日本電子計算㈱経理部長
2005年４月 同社執行役員スタッフ統括本部副本部長
2011年10月 同社執行役員スタッフ本部長
2012年４月 同社退職
2012年６月 当社常勤監査役（現任）

700株

（注）1. 候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 候補者は、上記略歴のとおり豊富な経験を有しており、また、当社との間に特別な利害関係はないため、独立した立場から
忌憚のない質問や意見を得られ、当社監査役監査の充実を担うにふさわしい人物と判断し、社外監査役候補者として選任
をお願いするものであります。
なお、候補者は、現在当社の社外監査役であり、在任期間は、本総会終結の時をもって４年となります。

3. 当社は、候補者との間で会社法第427条第１項の規定にもとづき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結し
ております。当該契約にもとづく損害賠償責任の限度額は、職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときは、法令
の定める最低責任限度額としており、再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

以 上
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見やすく読みまちがえに
くいユニバーサルデザ
インフォントを採用して
います。
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至品川

三田口

都営地下鉄
三田駅
Ａ５出口

至浜松町
JR

田町駅

港勤労福祉会館

第一京浜国道(国道15号)

至日比谷

交

アパホテル 廣済堂

三信電気

りそな銀行 ローソン

Ｎ

森永プラザ 三菱自動車

日
比
谷
通
り

ＴＣＧビル

株主総会会場ご案内図
　
　

　
　
　 ＜住 所＞
　 東京都港区芝四丁目８番２号
　 ＴＣＧビル３階
　 電 話（03）5419－1011（代表）
　
　 ＜交 通＞
　 ＪＲ山手線
　 『田町駅』三田口より約800ｍ（徒歩約９分）
　 都営三田線・浅草線
　 『三田駅』Ａ５出口より約500ｍ（徒歩約６分）
　

駐車場スペースがございませんので、お車でのご来社はご遠慮くださいますようお
願い申しあげます。
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